権利金の会計 by 山本 誠
はじめに
わが国の不動産取引においては、権利金という名の金銭の授受が慣行的に行われている ）。
この慣行は、それを受け取る側にとっては望ましい良き慣行ということになるかもしれな
いが、それを支払う側にとっては、支払理由が判然としない金銭であって、とても良き慣行
とはいえない代物である。
しかしながら、現実に権利金という名の金銭がやり取りされていることから、不動産取引
においては、権利金の授受に対する何らかの理由付けが必要となる。そして、もし納得のい
く理由付けが見当たらないのであれば、権利金なるものを支払う理由や根拠は存在しないこ
とになる。
一般には、権利金という名称から、しばしば、それは、何らかの法律上の権利を取得する
ための代価というふうに理解されがちである。
しかし、権利金は、そのような法律上の権利の取得を具体的に対象とするものではない。
以下で述べるように、権利金の支払いが結果的に特定の法律上の権利に結びつくと考える見
解もあるが、権利金そのものがそのような特定の法律上の権利の代価として法的に容認さ
れ、かつ規定されているものではない。
小稿では、このような権利金の存在理由を探るとともに、その理由付けに関するさまざま
な知見を取り上げ考察する。また、権利金に対する会計上、税務上の取り扱いについても論
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） 権利金の授受は、わが国では以前は地代家賃統制令の適用対象不動産については、同法令で禁止され
ていた。これは、国民生活の安定化ということから主に土地や建物の借り手を保護するためからであった
が、同法令は （昭和 ）年に廃止された。
また、権利金の英語名としては、日本の権利金に相当する金銭授受が原則的に無いこともあって、適訳
は無いといってよいであろう。あえて翻訳すると、 もしくは がそれに近いことにな
るが、必ずしも権利金の内実を示しているとは言い難い。
じることにする。
なお、小稿では、借地権（地上権および土地賃借権）や地役権などの土地に係わる権利に
関連する権利金を考察対象とし、借家権などの建物に係わる権利に関連する権利金は一般的
に金額が僅少なこともあって、考察対象からは除外している。
．権利金の性格規定説
権利金は、不動産の賃貸借に際して、借地権や地役権の設定の対価として契約者間におい
て授受される一時的な金銭のことである ）。そして、この金銭は、通常は契約解除時もしく
は契約終了時に借地権者や地役権者に返金されることはない。つまり、権利金は、不動産の
借り手から貸し手に譲与される一方向的な不動産の部分的対価なのである。
権利金の性格規定に関してはさまざまな見解が示されているが、概括すれば以下のものに
大別することができるであろう。
．借地権代とする見解（借地権代価説）
借地法などの法律により借地人の権利が強く保護されている現状に鑑みれば、土地の貸与
をなすことによって土地価格のかなりの部分が借地権として借地人に帰属することになる。
したがって、地主としては、借地権価格に相当するものを権利金として事前にもらい受ける
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）国土利用計画法では、権利金の授受を伴う地上権、賃借権の設定取引や移転取引は土地取引（土地売買
等の契約）とみなされるが、権利金の授受を伴わないそれらの取引は土地取引とはみなされない。
その理由は、権利金の授受を伴う場合は、地価の上昇に影響を及ぼすと考えられているからである。つ
まり、国土利用計画法の立法趣旨は国土の合理的、効率的な利用を図ることと、そのための地価上昇の抑
制にあるので、法ではその目的達成のために土地取引の規制を行うことが定められているからである。
図 権利金の性格規定説
性格規定説 借地人の会計処理方法 貸借対照表能力 または 上の表示区分
借地権代価説 （自己創設）借地権
無し
（現行の規則では、資産計
上を禁止）
一般管理費
賃貸借料差額説
前払賃借料
（前払費用）
有り
（資産処理）
その他の固定資産
の れ ん 説 （自己創設）のれん
無し
（現行の規則では、資産計
上を禁止）
一般管理費
または営業外費用
費 用 説 雑 費 無し
一般管理費
または営業外費用
繰 延 資 産 説
繰延資産
（会計上は、投資その他の
資産に掲記）
有り
（資産処理）
その他の固定資産
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ことが経済的合理性に適うことになる。
このような論理からすれば、権利金は借地権代に他ならず、借地人にとっては借地権を権
利金という支払名目で地主から買い取っているのである。他方、地主にとっては、権利金は
将来発生する借地権の価格相当分、言い換えれば自己の土地の減額分を補填するために事前
に受け取る代償的対価である。
したがって、本説にしたがえば、借地人は権利金相当額を借地権として資産計上すること
が正当化されうるが、これは自己創設借地権の計上に他ならず、現行の通説的会計処理とは
齟齬をきたすことになる。
本説では、権利金は借地人にとっては自己創設借地権の一部であることから、現行の会計
規則ではその貸借対照表能力は否認されることになる。
したがって、現行の会計規則のもとでは、本説に従うとすれば、権利金は支払時に期間費
用として一括処理するのが妥当な会計処理方法ということになる。その表示区分は、一般管
理費が適切であろう。
．賃貸借料差額とする見解（賃貸借料差額説）
土地の賃貸借料（地代）が社会の一般的な相場に比べ相対的に低いときには、その差額を
権利金という名目で一括的に決済することが行われる。
たとえば、地主や不動産業者が商売上の戦術として賃貸借料を安く見せかけるために低め
の賃貸借料を設定し、一般的な賃貸借料相場との差額部分を権利金として一括受領するとい
う方策が採られることがある ）。この場合、借地人にとっては、権利金は前払賃借料に他
ならず、経過勘定としての前払費用を構成する。また、地主にとっては、権利金は前受賃貸
料であり、前受収益を構成することになる。
したがって、借地人にとっては前払賃借料を決算の都度、その期にふさわしい支払賃借料
に再振替する処理が必要となる。これは地主側にとっても同様であり、前受賃貸料を決算の
都度、その期にふさわしい受取賃貸料に再振替する処理が必要となってくる。その場合、再
振替の期間は、賃貸借料差額の資本還元合計額が権利金の金額と一致することになる期間が
望ましいが、問題は賃貸借料は長期にわたって固定的ではないので計算上の調整が必要とな
る。
本説では、権利金は借地人にとっては前払地代、しかも 年を超える長期性の前払地代と
考えられることから、貸借対照表の 投資その他の資産 の区分に掲記するのが妥当な会計
処理方法ということになる。
）このような場合、不動産業者にとっては、土地の賃貸借料が安くなることは受領すべき媒介手数料の減
少を招くことになって不利益になると思われるかもしれない。
しかし、宅地建物取引業法によれば、居住用建物以外の不動産の賃貸借において権利金の授受がある場
合には、権利金を不動産取引における取引対象と見なして、その価額を基礎に媒介業者としての不動産業
者の報酬計算をすることが認められている。
このため、不動産の賃貸借取引における媒介業務としての通常の報酬計算と比較考量して、より有利な
方の報酬計算によって算定を行うという余地が生じることになる。もっとも、不動産業者が有利な方の報
酬計算を選択するには、取引関係者の同意が要件となる。
．のれん代とする見解（のれん説）
借地人が稼得するであろう商売上の利益から、その利益の一部分を割いてのれん代として
支払われたものが権利金であると考える見解である。
本説によれば、借地人は土地を借りて商売をしているとき、その商売が順調に行って超過
利益をあげている場合には、それは部分的には借りている土地の便益のお蔭であるとして、
超過利益の一部は地主に還元される（もしくは、還元されるべきである）ということにな
る。そして、その還元利益の一括的な前払分が権利金であると、本説では考える。本説にし
たがえば、権利金を支払ったときは、のれんとして借地人の側において無形資産計上される
ことになる。
のれん説が成立するには、次の要件が必要である。
借地人に商売上の利益が生じていて、しかも業界の平均利益率を上回る超過利益が稼
得されていること。
のれん代として支払われる根拠が存在すること。
権利金は、通常、借地契約締結時に支払われるものであるから、この説に従うと、借地人
が商売上の超過利益を得ることができないときには権利金支払いの根拠が消失することに
なって、地主は借地人から権利金の返還請求を受けることになるかもしれない。
また、本説による場合、のれん代としての支払いの根拠がない場合には、借地人に対し権
利金としての支払いを求めることが困難となってくる。ただし、地主が借地人の商売に対し
て何らかの便宜を図っているなどの特段の事情が存在する場合には、のれん代としての権利
金支払いが正当化されうるかもしれない。
のれん説の論理は、いわゆるヤクザの所場代に似通ったところがあって、社会的な支払理
由が判然としないところがある。
また、のれん説においては、超過利益の還元分の一部として権利金名目で支払いがなされ
ると考えることは、借地人の側においては自社の将来利益の一部を事前に資産計上するとい
うことであり、それは、結局は自己創設のれんの計上に他ならず、現行の会計制度のもとで
容認されている会計処理に違背することになる。
したがって、もしこの説に従った会計処理をするとすれば、権利金は雑費もしくは交際費
のような費用項目で処理するのが実際的な処理方法ということになる。
．付帯的費用とする見解（費用説）
権利金は、借地契約締結時に発生する費用であって、それは契約の履行を円滑化するため
に借地人から地主に付与される一種の贈与的金銭であると考える見解である。
つまり、この説は、権利金を、借家契約において家主に支払われる謝礼金である礼金 ）
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） 礼金は、家主に対するお礼という意味での謝礼金である。
これに対し、敷金は、敷銀や敷銭とも呼ばれ、不動産の賃貸借において、当該貸借に係わる損害賠償や
賃借料の滞納を担保するために借り手が貸し手に差し入れる保証金である。したがって、敷金は、通常
は、契約解除時もしくは契約終了時に返金される。
敷金は、会計上は、一種の長期差入保証金であるから、 投資その他の資産 の長期資産として処理さ
れる（財務諸表等規則ガイドライン ）。
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と同様なものとみなす見解である。
もし、この説が法的に正当化されるならば、権利金は贈与金ということになって課税上の
問題が生じることになる。
この説は、 ののれん説に似通ったところもあって、権利金の支払理由が判然としない点
がある。
本説では、権利金は借地人にとっては雑費的な費用であることから、一般管理費もしくは
営業外費用として掲記するのが妥当な会計処理方法ということになる。
．繰延資産とする見解（繰延資産説）
権利金は、その支出の効果が支出後 年以上に及ぶので繰延資産として処理すべきと考え
る見解である。
この見解はわが国の税法が採用している考え方であって、資産を賃借したり使用したりす
るために支出される権利金や更新料、立退料、または役務の提供を受けるために支出される
権利金などは、税法固有の繰延資産として扱われる。なお、この税法固有の繰延資産は、会
計上は、繰延資産の部ではなく、 投資その他の資産 の区分に掲記される。
ここでいう権利金の支出の効果であるが、その内容は必ずしも明確ではない。その支出
が、契約の相手方との関係を円滑化する働きがあることは推察できるが、支出効果が具体的
にどのようなものであって、どのくらいの期間持続するかについては判然としない。ただ、
対象が土地などの場合には、その支出効果は土地などの借地期間（賃貸借期間）に及ぶと考
えるのが一つの考え方である。したがって、権利金の償却は、土地などの借地期間にわたっ
て行うのが合理的ということになる。
なお、所得税法では、建物の権利金の償却期間を原則 年以内（契約期間が 年未満のと
きには、その契約期間内）としている。ただし、その権利金が建設協力金の性格を有した
り、あるいは借家権として転売可能な場合には、当該建物の耐用年数の 割をもって償却期
間とすべきことになっている（所得税基本通達 の ））。
しかし、税法で定めたこの償却期間は単なる税務上の政策的な期間であって、それが権利
金の支出効果の発現期間に相当するというものではない。
このように考えれば、繰延資産説は、権利金の支払側に対し柔軟な会計処理方法を提供す
る見解といえるであろう。
以上、権利金に関する種々の性格規定説を見てきたが、どの説に立脚するかによって、権
利金の財務諸表上における表示区分が異なってくる。つまり、権利金の性格規定が、その表
示区分を規定するのである。
）権利金については、それが 万円未満の少額繰延資産に相当する場合には、その全額を支出年度の必要
経費として処理することが、所得税法上、選択的処理として容認されている（所得税法施行令 ）。
なお、印紙税法においては、権利金は敷金や保証金と違って借地権者などに返還されない金銭なので、
課税文書の作成者に対し印紙税が課されることになる。
．権利金の会計処理
ここでは、権利金の会計処理が、現行の会計規則や税法規定のもとで、どのように扱われ
るべきかを考察する。
権利金は、通常、契約終了時に返還されることがないので、それを支払った際には、支払
側は、次のように処理するのが適切である。
（権利金） （現 金）
この場合、権利金は、税法で認められているように、繰延資産として処理することになる
が、企業会計上は 投資その他の資産 の区分に表示する。
以後、権利金は償却することになるが、金額が僅少な場合には、一般管理費もしくは営業
外費用の区分において権利金代もしくは雑費として支払時に一括処理してもよい。
なお、償却の際の償却費は、一般管理費もしくは営業外費用として処理するのが適切であ
る。
これに対し、返還条件付きの権利金を支払った場合にも、次のように処理するのが適切で
ある。
（権利金） （現 金）
この場合、権利金という科目名に代えて、差入保証金もしくは差入権利金のような科目名
を使用してもよい。つまり、権利金は返還されるので、一種の債権として処理するのであ
る。返還される権利金は、長期性の債権に近いので、 投資その他の資産 の区分に表示す
ることになる。
このように、権利金は、返還の有無にかかわらず、貸借対照表においては 投資その他の
資産 の区分に表示されるので、財務諸表利用者にとっては、その返還の有無が分からない
ことになる。したがって、権利金の金額がある程度大きい場合には、その返還の有無を注記
表示するのが望ましいであろう。
他方、権利金を受け取る側については、その会計処理はどのようになるのであろうか。
返還する必要がない権利金を受け取った場合には、外形的には、その会計処理は次のよう
になる。
（現 金） （受取権利金）
この場合、受取権利金は、その金額が大きいときには、税法上、譲渡所得として扱われる
ことになる。つまり、権利金は、土地などの不動産の一部が譲渡されたことへの代価とみな
されるのである。しかし、もし権利金の内実が土地の一部とするならば、土地を譲渡したこ
とに他ならないのであるから、借地権者は土地として登記ができることになる。
一歩譲って、権利金の内実を借地権そのものと考えるならば、借地権設定者は、借地権者
に借地権を譲渡したことになる。しかし、現行の会計規則では、自己創設借地権の計上は禁
止されていることから、権利金を借地権として処理することには無理がある。
このように考えるならば、受取権利金は、会計的には雑収入もしくは雑益と捉えるのが妥
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当と考えられ、営業外収益の区分に記載することになる。
他方、権利金が返還される場合には、受取権利金は長期性の債務としての性格を有するの
で、預り保証金もしくは預り権利金のような科目名で固定負債として処理するのが妥当であ
ろう。
このように、受け取る側にとっては、権利金は、返還されない場合には収益項目として会
計処理し、返還される場合には負債項目として会計処理するのが、税法上の取り扱いと整合
性をもつと考えられるのである。
ここで、権利金に対し推奨される会計処理をまとめれば、次のようになる。
図 権利金に対し推奨される会計処理方法
── 権利金の支払側 ──
権利金が返還されない場合 権利金が返還される場合
〔通常の場合〕 金額的重要性
重
投資その他の資産 要 投資その他の資産
（権利金） 性 （差入権利金）
大
重
一般管理費 要 投資その他の資産
または営業外費用 性 （差入権利金）
（権利金代または雑費） 小
── 権利金の受取側 ──
権利金が返還されない場合 権利金が返還される場合
〔通常の場合〕 金額的重要性
重
営業外収益 要 固定負債
（雑収入または雑益） 性 （預り権利金）
大
重
営業外収益 要 固定負債
（雑収入または雑益） 性 （預り権利金）
小
．受領した権利金についての税法上の取り扱い
権利金は、通常、契約が解除もしくは終了しても借地権者に返還されることのない金銭で
あるため、所得税や法人税課税の対象となる。同様に、返還されることのない権利金につい
ては、消費税も課される。
これに対し、敷金や保証金は、通常は、不動産の借り手に返還される金銭なので、所得税
や法人税課税の対象とはならない。同様に、消費税も課されない。
このような権利金を受領したときは、所得税法上は、通常、賃貸料などと同様に不動産所
得として処理される。
しかし、権利金の金額が多額で、しかも借地期間が長期にわたる場合には、土地などの不
動産の一部が譲渡されたものと考えて、所得税法上、譲渡所得として処理される。
不動産所得か譲渡所得かの判定は、権利金の対象となる借地権等の設定内容と授受される
権利金の額との関係から行われる。
所得税法施行令第 条では、譲渡所得とみなされる権利金の金額的要件につき借地権等の
設定内容別に次のように規定している。つまり、以下の要件を満たす場合には、取得した権
利金は、所得税法上、譲渡所得と見なされるのである。
建物や構築物の全部所有を目的とする借地権または地役権の設定の場合
権利金の金額が、対象となる土地（転貸の場合には、借地権）の時価の
を超える場合
権利金の金額 対象となる土地（転貸の場合には、借地権）の時価
【設例 】
店舗用地として時価 万円の土地を賃借した。その際、権利金として、 万円を支
払った。
万円 万円
この場合、権利金は、受領側は譲渡所得として処理する。
建物や構築物の一部所有を目的とする借地権の設定の場合
権利金の金額が、対象となる土地（転貸の場合には、借地権）の時価に、
一部所有する建物や構築物の床面積がその建物や構築物の全体の床面積に
占める割合を乗じて計算した値の を超える場合
権利金の金額 対象となる土地（転貸の場合には、借地権）の時価
一部所有する建物や構築物の床面積
当該建物や構築物の全体の床面積
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【設例 】
倉庫（全体の床面積 ）の一部（ ）を買い入れ、購入代価として 万円を支
払った。
倉庫の土地（時価 万円）は倉庫の持ち主が所有していて、一部倉庫の購入時に借地
に対する権利金として 万円を支払った。
万円 万円
この場合、権利金は、受領側は譲渡所得として処理する。
上掲の 、 の式の中にある という比率であるが、その値の算出については精密な理
論的根拠は見あたらない。しかし、その値の実際的意義としては、たとえば都市部の一等地
においては借地権価額は土地の更地価格の半分から 割近くになるということから、土地価
額の を超えるような権利金の授受は実質的に借地権の譲渡に相当すると考えることは現
実的な見識といえるであろう。
借地権の設定が、地下または空間に対し上下の範囲を対象にしたものである場合
権利金の金額が、対象となる借地権の時価の を超える場合
権利金の金額 対象となる借地権の時価
【設例 】
事務所用に時価 万円の土地を賃借した。なお、この事務所は、賃借した土地の地下
に建造することになっていて、地表部の土地は持ち主が使用する。
この土地の借地権の時価は 万円である。
賃借時に、権利金として 万円を支払った。
万円 万円
この場合、権利金は、受領側は譲渡所得として処理する。
なお、上述の各設例にみられる権利金の取得費用は、次のような式で算定される。
権利金の取得費用 土地の取得費用
権利金の金額
権利金の金額 土地の底地価額
かくして、権利金に係わる譲渡所得は、次のように算定される。
権利金に係わる譲渡所得 権利金の金額 （権利金の取得費用 権利金
に係わるその他直接的な費用）
【設例 】
事務所用地として時価 万円の土地を賃借した。賃貸借契約時には、権利金として
万円を支払った。
この土地の現在の底地価額は 万円と評価されている。なお、土地の取得に要した付
帯費用は 万円である。
権利金の取得費用 万円
万円
万円 万円
万円
権利金に係わる譲渡所得 万円 万円 万円
権利金の認定課税の場合
土地を無償貸与した場合には、税法上、認定課税の問題が生じる。
たとえば、会社が個人に一定の土地を無償貸与したときには、借り手である個人の側に借
地権が生じて、それと引き換えに会社側には権利金相当の益金が生じたとして課税が行われ
る。そして、その権利金相当額は、すぐに借地人である個人に返還されると考えるのであ
る。つまり、借地権の設定と引き換えに、実際には権利金の収受がなされないのである。こ
のような場合には、権利金の認定課税が行われる。
この場合、その個人が会社に関係する人物であるかどうかによって、当該取引に関する会
計処理や税務処理が異なってくる ）。
その個人が当該会社の社長などの役員である場合
返還される権利金相当額は、社長などの役員への賞与として処理される。したがって、
社長などの役員個人にとっては、所得税の課税対象となる。
他方、会社にとっては、権利金を受領したものとみなされることから、権利金相当額は
益金として法人税の課税対象となる。
その個人が当該会社の従業員である場合
返還される権利金相当額は、従業員への賞与として処理される。したがって、従業員個
人にとっては、所得税の課税対象となる。
他方、会社にとっては、従業員への賞与支給は法人税法上、損金とみなされることにな
る。しかし、一方では、会社は権利金を受領したことになっていて、それは益金として処
理されているので、金額上は 益金額 損金額 ということになって、課税関係は発生しな
いことになる。
その個人が当該会社と関係のない人物である場合
一般的に見れば、会社と関係がない人物への土地の無償貸与は、貸与時においては権利
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）以下の各ケースについては、次の文献を参考にした。
鵜野和夫著 不動産の評価─権利調整と税務─ 清文社、 年、 ページ。
権利金の会計（山本）
金相当額を贈与したものとみなされることになる。
したがって、受贈者である個人には一時所得があったものとして所得税が課されること
になる。
ただし、次のいずれかに該当する場合には、認定課税は行われない ）。
その土地の価額からみて、相当の地代を収受している場合
その借地権の設定等に係わる契約書において、将来借地人がその土地を無償で返還す
ることが定められており、かつ、 土地の無償返還に関する届出書 を借地人と連名で
遅滞なくその法人の納税地を所轄する税務署長に提出している場合
なお、上記 の場合、実際に収受している地代が相当の地代より少ないときは、その差額
に相当する金額を借地人に贈与したものとして取り扱われる。
この相当の地代は、概ね 年以内の期間ごとに見直しを行うことが必要とされている ）。
．権利金をめぐる税法上の不確定概念
ここでは、権利金をめぐる税法上の不確定概念の問題を検討する。
そこで、以下のようなケースを想定する。
同族会社において、その会社とその会社の役員との間で役員が所有する土地を会社に賃貸
し、その際かなり高額の権利金が授受されたとする事例を取り上げる。なお、このケースで
は、土地の賃貸借料（地代）は近隣の地代相場から見て妥当なものであったとする。
このケースでは、授受された権利金が適正な金額であったかという点が、税法上問題と
なってくる。
もし、その金額が不相応に高額であると税法上判断されるときは、適正と考えられる価額
を超える金額部分については、会社から役員へ給与支払いもしくは贈与がなされたとみなさ
れる可能性が生じる。
権利金の金額が貸与される土地価額（時価）の 分の を超えるときには、権利金の受取
人は、土地の一部を譲渡したものとして譲渡所得として処理することが所得税法で規定され
ている。
もし、権利金が不相応に高額に設定されて、その結果、土地価額の 分の を超えるよう
な場合には、適正価額を超える金額部分については会社役員への給与と判断される可能性が
生じる。
あるいは、権利金の適正価額が土地価額の 分の を超えていて、その権利金が不相応に
高額に設定されて授受されているような場合には、適正価額を超える金額部分については会
社役員ヘの贈与と判断される可能性が生じる。この場合、その超過額が贈与税の基礎控除額
を超えるときには、役員には贈与税が課される。
）国税庁ホームページ・タックスアンサー （
）
）国税庁ホームページ・タックスアンサー
このように適正価額を超えて支払われた権利金部分は、実質的には権利金としての内容を
有していないのであるから、支払側にとっては雑損として処理すべきものである。支払側が
権利金を資産処理（税法上は繰延資産処理、会計上は 投資その他の資産 として処理）す
る場合には、このような超過支払額が資産価額に混入することになり、その結果、資産の過
大計上をもたらすことになるので、権利金の適正評価は重要なこととなる。
以上述べてきたような税法上の取り扱いの論拠は、法人税法第 条に規定されている。
第 条 税務署長は、次に掲げる法人に係る法人税につき更正又は決定をする場合に
おいて、その法人の行為又は計算で、これを容認した場合には法人税の負担を不当に減少
させる結果となると認められるものがあるときは、その行為又は計算にかかわらず、税務
署長の認めるところにより、その法人に係る法人税の課税標準若しくは欠損金額又は法人
税の額を計算することができる。
一 内国法人である同族会社
二 イからハまでのいずれにも該当する内国法人
イ 以上の支店、工場その他の事業所を有すること。
ロ その事業所の 分の 以上に当たる事業所につき、その事業所の所長、主任その他
のその事業所に係る事業の主宰者又は当該主宰者の親族その他の当該主宰者と政令で
定める特殊の関係のある個人（以下この号において 所長等 という。）が前に当該
事業所において個人として事業を営んでいた事実があること。
ハ ロに規定する事実がある事業所の所長等の有するその内国法人の株式又は出資の数
又は金額の合計額がその内国法人の発行済株式又は出資（その内国法人が有する自己
の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の 分の 以上に相当すること。
前項の場合において、内国法人が同項各号に掲げる法人に該当するかどうかの判定
は、同項に規定する行為又は計算の事実のあつた時の現況によるものとする。
第 項の規定は、同項に規定する更正又は決定をする場合において、同項各号に掲げ
る法人の行為又は計算につき、所得税法第 条第 項（同族会社等の行為又は計算の
否認等）若しくは相続税法第 条第 項（同族会社等の行為又は計算の否認等）又は地
価税法（平成 年法律第 号）第 条第 項（同族会社等の行為又は計算の否認等）の
規定の適用があつたときについて準用する。
第 条は、一般に、同族会社等の行為計算否認規定とよばれているものであって、条文
中に示されている 不当に減少 という文言をめぐっては、その内容が抽象的かつ不明確で
あることから、それを税法上どのように解釈すべきかという問題が生じる ）。
上述のケースでは、権利金の金額が不相応に高額であるということは、適正価額に比して
という相対的な意味においてである。したがって、それが高額すぎると言えるには、権利金
の適正価額が真に適正なものであることを論証することが必要となる。もし、その論証が十
分にできないときには、第 条の規定は法的実効性を失うことになるであろう。
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）この点については、次の論稿が具体的な設例をあげて論及しているので、参照されたい。
中国会研究グループ稿 税法における 不確定概念 についての一考察 会報（ 年 月
特別号） 第 号、 年 月、 ページ。
権利金の会計（山本）
権利金の適正価額の算定は、実際は非常に難しい。既述したように、権利金の存在理由自
体がきわめて曖昧であって、その理由付けが多岐にわたっていることから、権利金について
は確固とした理論的算定方法は無いのが実情である。それゆえ、権利金の適正価額を客観的
に算定することは、実際は不可能であると言っても過言ではないであろう。つまり、実際の
不動産取引においては、権利金の価額は、類似物件の権利金相場とか取引当事者双方の取引
における切迫度とか力関係などから漠然とした形で何とはなしに決まっているのが実情であ
る。したがって、権利金が高額すぎると言っても、金額的にどの程度高額であるかは明確に
評価計算することはできないと言ってよいであろう。
このように、権利金の授受には税法上の不確定概念が付随する場合が往々にして生じうる
のである。したがって、かかる事態が生じたとき、税務上いかに対応するかが経営上の課題
となってくるのである。
むすび
高瀬荘太郎氏は、その著 グッドウィルの研究 の中でグッドウィルを 独占的営利獲得
の機会 と定義し、通常の意味でののれん（暖簾）の他に種々の個別無形資産項目をも包摂
する広範な内容をこの用語に装填している。氏のいう 独占的営利獲得の機会 とは、平た
くいえば、有利な経済的競争条件の集合体といえるものである。氏は、その有利な競争条件
を要因別に、人的（技術的）グッドウィル、法律的（強制的）グッドウィル、自然的（地域
的）グッドウィル、資本家的（経済的）グッドウィルに分類している ）。
権利金の性格規定説としての借地権代価説は、高瀬氏のいうところの自然的（地域的）
グッドウィルに、またのれん説は、高瀬氏のいうところのグッドウィル全般に関連する知見
である。それは、言い換えれば、借地権代価説やのれん説は、権利金の性格を譲渡可能性の
あるもの、売却可能性のあるものと考える見解である。
これに対し、賃貸借料差額説、繰延資産説、費用説の各説は、権利金の性格を譲渡可能
性、売却可能性のあるものとしてではなく、本質的には費用と考える見解である。
権利金の性格規定説については、筆者は、借地権代価説が妥当であると考えている。
現行の借地借家法のもとでは借地人が強固に保護されていることに鑑みれば、土地価格の
かなりの割合を借地権が占めることになる。したがって、地主としては、土地を貸与する場
合には、借地権価格に相当する金銭を契約時に権利金という名目で受領することが経済的合
理性に適うことになる。この論理は、不動産取引の実情からみて、至極もっともなことと思
われる。
したがって、会計処理としては、権利金を支払ったときには、借地人としての企業は、代
）高瀬荘太郎著 グッドウィルの研究 森山書店、 年。
高瀬氏が使用するグッドウィルという用語はまさに無形資産のカテゴリーそのものを指し示していると
いってもよいのであるが、氏があえてこのような意味でこの用語を使用したのは、独占的営利をもたらす
という点では多くの無形資産項目は共通しているということ、また独占的営利の源泉体という点では他の
有形資産などとは会計的性格を異にするということを強調するという つの目的があったものと推察され
る。
価を支払って借地権を取得したと考えて、借地権名で資産計上するのが適切な処理方法とな
る。しかし、現行の会計規則では、このような自己創設借地権の計上は禁止されているの
で、 権利金 という項目名で 投資その他の資産 の区分にその他の固定資産として計上
するのが望ましい処理方法となる。
ただし、少額の権利金（ 万円未満のもの）については、税法でも経費処理することが認
められているように、期間費用として一括処理するのが適切と考えられる。
資産計上した権利金については、償却せずに据え置き処理するのが望ましい。なお、土地
の価格が著しく下落して、回復不能と見込まれるときには、計上している権利金についても
減損処理を行うべきである。
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